
 

令和４年度佐賀県臓器バンク事業計画  
 

Ⅰ 基本方針  
 世界に猛威を振るっている新型コロナウイルス感染症が社会経済に与え

た打撃は、甚大なものがあり、臓器提供についても件数減少の要因となっ

ている。  
佐賀県においては、腎臓移植希望者が約６０名に達しているが、コロナ

禍以前でも臓器提供、移植については、年間１件程度の水準に止まってい

る状況であり、県民への普及啓発を継続して推進する必要がある。  
当財団では、低金利下での限られた財源の中、新型コロナウイルス感染

症の発生状況、医療提供体制の状況等を注視しつつ、機動的な広報事業の

実施、移植医療体制整備のためのオンライン研修を含む研修の実施、臓器

移植希望者への支援等により効果的な事業実施を図っていく。  
  

〔公益目的事業１〕  
  １．県民への広報事業  
     臓器移植及び腎臓病の予防に関する理解を広げるための啓発事業  
 
  ２．移植医療体制整備等事業  
     臓器提供、臓器移植を担う医療機関の対応力の向上や臓器搬送を

はじめ移植医療との連携が必要な機関などの体制の整備と連携の強

化等を推進する事業  
 
  ３．臓器移植希望者支援事業  
     臓器移植を希望する患者に対する情報提供・助成等の支援事業  
 
  ４．臓器提供者フォロー事業  
     臓器提供者側に十分な敬意と謝意を示すとともに、提供者家族等

への精神面の支援等を行う事業  
 
 
Ⅱ 県民への広報事業（公益目的事業１）  
【目的】  

県民に対して、移植医療や提供臓器が不足している現状、臓器提供の制度  
など、移植医療への理解を広げるとともに、特に臓器移植希望が多い腎不全

患者の増加を抑制するため、腎疾患の予防のための普及啓発活動を行う。  
また、県民に対して臓器提供の意思表示が、意思表示カードへの記入だけ 

でなく健康保険証、運転免許証、マイナンバーカードやインターネットでも

行うことができることを機会をとらえて積極的に周知していく。  
 
 



 

【事業内容】  
 (１) 臓器移植普及推進月間事業(グリーンリボンキャンペーン) 
    毎年１０月に全国で統一的に展開される臓器移植普及推進月間事業

の一環として下記の事業を県内で実施することにより、移植医療に対

する県民の関心、機運を高める。  
 

①街頭キャンペーン事業  
   ・時 期  令和４年１０月  
   ・場 所  大型ショッピングセンター等  
   ・事業内容 街頭での広報資料の配布、メッセージでの呼びかけ、併  
         せて腎臓病予防の広報を行う。  
   ・実施体制 県や佐賀県腎臓病協議会、ライオンズクラブ等の協力  
  ②懸垂幕、ポスター、デジタルサイネージ等による広報  

月間中、行政の庁舎に一般県民向けに臓器提供への理解を求める  
懸垂幕を掲示するとともに、移植医療のシンボルカラーであるグリー

ンのライトアップを実施する。  
また、県内医療機関や官公署に協力を求め、ポスター・デジタルサ  

イネージを掲示する。  
  ③広報グッズによる広報  
    市町、公共施設、学校などでの一般県民向けの広報の一環として  

ポスターの掲示と合わせて、広報グッズ活用した訴求力の高い広報を  
実施する。  

   ・広報グッズ 当バンクオリジナル制作   2,000 個程度  
   ・実施時期  １０月  
   ・配布箇所  市町庁舎、公共施設、学校などポスター配布箇所  

イベント会場ブースでの広報ほか  
  ④「いのちのリレーポスターコンテスト」の実施  
   ・臓器移植が大切な「いのち」という贈り物を「新しいいのち」へつ  

なげていく「いのちのリレー」になることについて、考えてもらう  
機会(きっかけ)になることを願って、昨年度に引き続き中学生、高  
校生、一般のポスターコンテストを実施する。また、入賞作品等は、  
県内公共施設に展示して県民への普及啓発に役立てる。  
 

 (２) 各種イベント等における広報事業  
    県内各地で開催される各種のイベント会場等において、積極的に広

報資料の配布等を行い、移植医療に対する理解促進、臓器提供意思表

示の普及を図る。  
  

(３）出前講座  
   学校や各種団体の会合での命の教育等の機会での要請に応じて、臓器  
  移植コーディネーター等による講座、学習会等を行う。  



 

(４) 公共施設窓口等における啓発  
   市町の庁舎、公共施設、医療機関、金融機関、商業施設等県民が良く  

利用する場所に、臓器移植に関するリーフレット等を配置し、来場者へ

の広報を行う。  
 
 
Ⅲ 移植医療体制整備等事業（公益目的事業１）  
【目的】  
  臓器提供者側の意思表示に適切に対応できるよう、臓器提供の可能性が  

ある医療機関の体制づくりを支援するとともに、臓器提供時において臓器

提供医療機関、移植施設、日本臓器移植ネットワーク、県臓器移植コーデ

ィネーター等の協力が円滑になるよう連携体制の強化を図る。  
 
【事業内容】  

(１) 院内移植コーディネーターの配置  
   臓器提供の可能性が高い救急告示病院等を対象に、臓器提供時の院内  
  調整、公益社団法人日本臓器移植ネットワーク等との連絡調整を担うと  
  ともに、日頃からのドナー候補者の把握や研修会など、院内体制づくり  
  を牽引する役割を担う院内移植コーディネーターを設置する。  
 

(２）院内移植医療勉強会の開催  
  臓器提供時に的確に対応できるよう、臓器移植の制度や対応の仕方に  
 ついて学ぶとともに、現状把握のための調査などについての研修会を医  

療機関ごとに開催する。  
  対象：院内移植コーディネーターを設置する医療機関  

 
(３）連携・連絡のための会議等の開催  
  県内の院内移植コーディネーターや移植医、関係スタッフが参加する  

臓器移植普及会議等を開催し、移植医療に関する関係者の知識・技術の  
向上を図るとともに、関係者相互の連携・協力体制の強化を図る。  

   対 象 ：院内移植コーディネーター、移植担当医師、救命救急担当  
        医師、脳神経外科医師、小児科医師、救急告示医療機関の

医師等、（公社）日本臓器移植ネットワーク所属の移植コー

ディネーター、県臓器移植コーディネーター  
   研修内容：臓器提供に係るマニュアルに関する研究・研修  
        先進的取組みの紹介   

症例検討  
        臓器提供者の家族や移植経験者の講話  
        臓器移植に関する意見交換 等  
   実施回数：２回程度  
 



 

(４）  臓器搬送体制確保の支援  
交通事情の変化や関係機関担当者の交替等による臓器搬送時の混乱を  

  防止し円滑な臓器搬送体制が確立されるよう、（公社）日本臓器移植ネッ  
トワークと連携し、関係機関との情報交換や搬送マニュアルの確認、見  
直しなどに継続的に取り組む。  

 
 
Ⅳ 臓器移植希望者支援事業（公益目的事業１）  
【目的】  
  公益社団法人日本臓器移植ネットワークへの臓器移植希望の登録手続き

についての情報提供、登録時費用の一部助成により、臓器移植希望者を支

援する。  
【事業内容】  
 (１) 臓器移植希望者への情報提供  

佐賀県腎臓病協議会や透析医療機関を通じて、臓器移植希望の登録

方法等についての情報提供を行う他、登録を支援する。  
なお、登録を希望する患者への支援は、透析医療機関、移植医療機

関、県臓器移植コーディネーター等が連携して円滑に対応する必要が

あるため、登録手続の周知や相互の情報交換を行う。  
 
 (２) 組織適合性検査費用の助成  

腎移植希望者が（公社）日本臓器移植ネットワークに登録するため

に必要な組織適合検査のための費用を助成する。  
 
 
Ⅴ 臓器提供者フォロー事業（公益目的事業１）  

 臓器提供者及びその遺族に対して敬意と謝意を表するために、葬儀へ  
の弔問等を行うとともに、感謝状の贈呈やグリーフケアを行う。  

 


